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我が国は、地震・津波、暴風・豪雨・洪水・土石流、火山噴火、豪雪等極めて多種の自然災害

が発生しやすい自然条件下にあり、人口の緻密化、土地利用の高度化、高齢化等の社会的条件も

併せ持つ中で、これまで幾多の災害に立ち向かってきた。 

過去の災害経験において培った教訓を踏まえ、国・地方公共団体・民間事業者等の各主体にお

いて様々な対策を講じてきたところであるが、近年における風水害や雪害の激甚化、南海トラフ

地震や首都直下地震といった大規模地震の切迫性等の防災・減災上の課題を踏まえれば、我が国

の災害対応力は十分ではなく、飛躍的な向上が求められる。 

こうしたまさに国難とも言える課題に立ち向かうためには、国・地方公共団体・民間事業者等

の英知を結集し、オールジャパンで解決に向けて取り組んでいく必要がある。 

過去の災害の教訓からも分かるように、災害対応において極めて重要なことは、状況を認識す

るための情報を如何にして迅速・正確・体系的に把握するかということである。また、災害時は

国・地方公共団体・民間事業者等の様々な主体が連携して対応に当たる必要があることを踏まえ

れば、その時々の状況の認識を如何にして統一するかが重要である。 

この状況認識の統一に当たっては、急速に発展する ICT 技術をはじめとした最新の科学的知

見を、国・地方公共団体・民間事業者等の各主体があらゆる場面で取り入れることを徹底してい

かなければならない。各主体は現在の災害対応の在り方に囚われず、こうした科学的知見を取り

入れ、自らの災害対応の在り方を抜本的に変化させていくことが、社会経済構造の複雑化や激甚

化する災害、想定される巨大地震等に対峙することを可能にさせるということを認識すべきであ

る。 

こうした背景のもと、状況認識の統一は、未だ我が国の災害対応全体における大きな課題とし

て残されていると認識し、抜本的な解決を目指すべく、中央防災会議の枠組みの下、今年度から

「国と地方・民間の『災害情報ハブ』推進チーム」において官民による検討を進めてきた。今年

度には上述のような基本的な考え方の共有や、災害対応に必要となる基本的な情報のデータベー

ス化、情報毎の取扱いの明確化、情報集約による状況の見える化や官民チーム（仮称）の試行的

な取組の開始等、状況認識の統一に向けた基本的なルールや枠組みが構築されてきたところであ

る。 

しかしながら、状況認識の統一という課題の解消には未だ十分ではなく、今年度に構築した基

本的なルール・枠組みを更に充実・発展させ、官民による情報共有という具体的な行動にまで結

びつけていかなければならない。 

このため、別紙に記載した「国と地方・民間の『災害情報ハブ』推進チーム」を構成する内閣

府及び民間団体・民間事業者の各代表者は、来年度以降において、当該チームにおける検討を通

じて、今年度に構築した基本的なルール・枠組みを充実・発展させていくとともに、官民が持ち

得る情報を可能な限り共有するための具体的な行動に向けた検討を進めていくこととする。 

以 上 
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